
い団体やボランティア・市民活動に参加する市民の ボランティア・市民活動支援センターが、市民活動団体の拠点

全体数を増やしていく必要がある。 となるよう、指定管理者にて運営した。社会課題の解決に向け

さらに、多文化共生の推進を更に進めていく必要がある。 て活動する市民活動団体が活用できる補助金として、共創のま

地域におけるイベントによる、地元への愛着の醸成もさらに取 ちづくり補助金を実施した。

り組んでいく必要がある。 計画期間を令和５年度から１２年度までとした、第２次戸田市

多文化共生推進計画を策定し施策の推進を図っている。

戸田ふるさと祭りは、市民が企画、運営にかかわる協働による

祭りとし、市民が発表できるステージや戸田音頭による流し踊

りを実施するなど、戸田がふるさとと思う内容を盛り込む。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 5年 6月14日 作成部局名 市民生活部 担当部局名 環境経済部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

協働推進課

07
活力にあふれ人が集い心ふれあうまち

文化スポーツ課

32
市民活動の活性化と地域交流の促進

経済戦略室

町会・自治会活動や市内における市民活動が活性化し、様々な人が地域活動に参加することで、地域課題の解決に取り組め

るように、地域コミュニティを支援する体制の充実を図ります。また、戸田市への愛着が醸成されるよう、戸田ふるさと祭

りの開催や国内外の都市との交流を促進します。

市民交流事業

友好都市交流事業

在住外国人支援事業

地域コミュニティ推進事業

市民活動推進事業

地域の活動に参加している 参加したと回答した市民の割合
％ 42.6 42.3 32.7 -　　

人の割合 (市民意識調査 )

ボランティア・市民活動支 登録された活動団体数
団体 171以上 171 169 171

援センター登録団体数

多文化共生推進計画の進捗 計画の具体的な施策の進捗率
％ 100 79 100 95

率

現在、市内の地域コミュニティについては、既存の町会・自治 町会連合会を中心に、町会・自治会の加入促進や負担軽減に取

会を中心として形成されているが、町会・自治会において、加 組んだ。活性化への支援として、町会会館等が無線LANを備え

入率の減少や、担い手の高齢化などが課題となっている。 人が集まる拠点となるよう、機器の購入、工事費、通信料の補

また、テーマコミュニティについては、自立して活動している 助金を令和６年度までの時限措置として実施する。

公益性の高



ついては維持の方向性とする。

01 市民交流事業　（協働推進課）

市民交流事業

任
意

12,831 より魅力ある祭りとなるよう開催内

20,982 容や実施体制を検討していく。令和

－ ○ ４ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 02 01 13 01 01 54,491 ６年度以降は、友好都市交流事業、

市民との協働により戸田ふる 54,491 （考え方１）市民憲章推進事業を統

さと祭りを開催する。国内外 30,351 合し、市民交流事業を推進する。

在住外国人支援事業

任
意

20,320 第２次戸田市多文化共生推進計画の

22,034 策定に基づき、多文化共生の地域づ

－ ○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ02 01 02 01 13 01 02 24,053 くりを推進していく。

日本人市民と外国人市民が多 22,470

文化共生の理念を持ち、共に 4,569

友好都市交流事業

任
意

10,356 国内外友好・姉妹都市との交流が行

20,835 われるよう庁内・外と連携を密にし

－ － ８ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 終98 01 02 01 13 01 98 0 ていく。令和６年度以降は市民交流

オーストラリアリバプール市 0 事業へ統合する。

、中国開封市、福島県白河市 0

02 協働推進事業　（協働推進課）

地域コミュニティ推進事業

任
意

43,448 町会・

戸

自治会活動の活性化に

田

向けて

47,429 、

市

講座や情報提供などの

施

支援や、財

○ ○ １ ○ Ａ

策

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ02 01 02

評

01 13 02 02 59

価

,098 政的な支援を

シ

行う。

市内には４７の

ー

町会・自治会 51,5

ト

98

があり、市民の半

作

数が加入す 26,10

成

8

03 市民活

日

動推進事業　（協働推

令

進課）

和 5

市民活動推進事業

年

任
意

35,637 共創

 

のまちづくり補助金制

6

度が市民

41,151

月

活動団体に活用しやす

1

いものとなる

○ ○ １ ○

4

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 0

日

2 01 13 03 01 3

作

7,223 よう、申請

成

サポートや制度の見直

部

し

市民活動推進基本方

局

針に基づ 36,973

名

など随時行う。

き、ボ

市

ランティア・市民活動

民

7,180

生活部 担当部局名 環境経済部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０５年度（事業費総額） 令和０６年度 令和０７年度 令和０８年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０５年度（人件費総額） 令和０６年度 令和０７年度 令和０８年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R4決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R5予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
6

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

町会・自治会の活性化の支援や負担軽減を引き続き実施する。新型コロナウィルス感染症の
流行が続き、町会・自治会活動、市民活動団体による活動は、事業を控えるなど従来通り実
施できなくなっている。ボランティア・市民活動支援センターでの講座は、人数を少なくし
たり、開催方法を工夫し実施した。令和５年度から始まる第２次多文化共生推進計画を策定

Ｂ
した。計画の進捗率は、９５％となっている。
ふるさと祭りは、アルコールの提供中止やステージでの人数制限など感染症対策を実施し、
４万２千人が来場した。

329,537 ↓ 327,988 ↓ 308,827 ↑ 309,221
友好都市交流事業では、令和６年度に中国開封市との友好都市締結４０周年を迎えることから、代表団を派遣するため、予算については増
加の方向性とする。その他の事業については、効率化を図りながら予算規模を維持し取り組んでいく。

69,186 ↑ 71,471 ↓ 70,492 → 70,492
ふるさと祭りに係る市民交流事業や、町会・自治会支援、地域担当職員制度に係る地域コミュニティ推進事業など、業務量の非常に多い事
業を含んでおり、効率化を図り、人員に



活

01 農政対策事業　（

部

経済戦略室）

担当

（再掲）農政対

部

策事業

任
意

＜（再掲）

局

について＞

本事業は、

名

他の施策を主たる施策

環

として構成する事

01

境

01 06 01 01 01

経

01 務事業ですが、一

済

部が本施策にも寄与す

部

るため「再

・戸田収穫

５

祭を開催し、姉妹 掲の

．

事務事業」として、参

事

考に掲載しています。

務

都市等や市内農家が生

事

産した ※事業内容は、

業

当該事務事業評価シー

の

トを参照

検討 【一般会

R4決算額

計

R5計画額 R6予算額

】

計（千円） 事業費 26

（

4,905 329,5

単

37 327,988
う

位

ち一般財源 263,3

：

86 317,428 3

千

16,926

事業の方

円

向性： １現状で継続　

）

２拡大して継続 ３縮小

事

して継続　　　４他事

務

業と統合　　　５休止

事

　　　６その他見直し

業

７令和6年度で終了 ８

評

令和5年度で終了 ９令

価

和4年度で終了

の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R4決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
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内
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先
度
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献
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経
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水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
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平
性

事業費R コメント
6

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

04 ＳＤＧｓ共創基金積立金　（協働推進課）

ＳＤＧｓ共創基金積立金

任
意

12,595 軽自動車税の種別割のうち１０％を

13,273 SDGs共創基金積立金として積み立て

－ － － ○ － － － －01 01 02 01 13 04 01 13,894 る。

「共創のまちづくり補助金」 13,894

をはじめ、庁内で実施してい 1,305

01 笹目コミュニティセンター管理運営費　（協働推進課）

笹目コミュニティセンター管

任
意

64,571 地域コミュニティ活性化の拠点とし

理運営費 89,479 て、適切に運営していく。

○ ○ １ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 02 01 18 01 01 77,763

指定管理者である笹目コミュ 77,711

ニティ協議会による、センタ 979

02 新曽南多世代交流館管理運営事業　（協働推進課）

戸

新曽南多世代交流館

田

管理運営

任
意

65,1

市

47 地域コミュニティ

施

活性化の拠点とし

事業

策

74,354 て、適切

評

に運営していく。

○ ○

価

１ ○ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ01 0

シ

1 02 01 18 02 0

ー

1 61,466

指定管

ト

理者制度の導入により

作

59,789

、より多

成

くの市民に施設を活 9

日

79

02 スポ

令

ーツ推進事業　（文化

和

スポーツ課）

 5

（再掲）スポー

年

ツ推進事業

任
意

＜（再

 

掲）について＞

本事業

6

は、他の施策を主たる

月

施策として構成する事

1

01 01 10 05 01

4

02 01 務事業ですが

日

、一部が本施策にも寄

作

与するため「再

スポー

成

ツ推進全般に係る事務

部

掲の事務事業」として

局

、参考に掲載していま

名

す。

。スポーツ推進審

市

議会やスポ ※事業内容

民

は、当該事務事業評価

生

シートを参照


